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東弁２０２２人権第５８６号 

２０２３（令和５）年３月２０日  

警視庁 

 警視総監 小 島 裕 史 殿 

東京弁護士会    

会 長 伊 井 和 彦          

 

人権救済申立事件について（警告）  

 

当会は、申立人Ｖ氏からの人権救済申立事件について、当会人権擁護

委員会の調査の結果、貴庁に対し下記のとおり警告します。 

 

記 

 

第１ 警告の趣旨  

貴庁所属の警察官らは、貴庁の職務活動として、２０１３（平成２

５）年１０月１１日から２０１４（平成２６）年４月１７日までの間

に、別紙１記載のとおり、少なくとも５名（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆと表

記）のうち１人または複数により申立人を公然と尾行・監視する等の

行為を行った（以下、「本件尾行行為等」という。）。 

貴庁の警察官らによる上記職務活動は、申立人のプライバシー権、

表現の自由、思想・良心の自由を侵害する違法な行為であり、重大な

人権侵害行為である。  

よって、当会は貴庁に対し、貴庁自身が上述のような人権侵害行為

の重大性を十分に認識・反省した上で貴庁所属の警察官への指導・教

育を徹底するなどして、今後、貴庁の警察官がこのような人権侵害を
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行わないよう強く警告する。  

 

第２ 警告の理由  

１ 認定した事実 

（１）申立人について  

   申立人は、Ｗ市に在住する者であり、日本に天皇制があることに

反対する旨の意見をもち、また、「Ｘ」と称する市民団体に所属す

る者である。 

 （２）本件尾行行為等に先立って、次の事実があった。 

２０１３（平成２５）年１０月、申立人は国民体育大会が開催さ

れた「Ｙ」から天皇皇后夫妻（当時。現在の上皇、上皇后）が車で

帰路につく際、その沿道で、１人、平穏な態様で「もう来るな Ｗ

市民」とマジックで書いた横断幕を掲げた（以下、「本件抗議活動」

という。）。 

    本件抗議活動は、天皇制に批判的な考えをもつ申立人が自由な

表現行為として行ったものであり、天皇皇后の帰途や警備活動を

妨げるものではなかった。 

    ところが、申立人は、私服刑事に両腕を掴まれて待機を命じら

れた。その後、数十人の私服刑事に取り囲まれ、その場に拘束さ

れたほか、質問を浴びせられたり、非難等をされたりした。申立

人が、大声で抗議し続けたところ、２０分ないし３０分後に解放

された。 

 （３）本件尾行行為等 

申立人の供述によれば、本件抗議活動の後、貴庁所属の警察官ら 

少なくとも５名（Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆと表記）は、貴庁の職務活動  

として、別紙１記載のとおり２０１３（平成２５）年１０月１１日
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から２０１４（平成２６）年４月１７日までの間、少なくとも２１

日にわたり１人又は数人により申立人に対し尾行したり、つきまと

うなどの行為をした。その態様は、遠くから尾行・監視する場合も

あれば、申立人が認識しうる形で申立人のすぐ近くに迫るなどして

尾行・監視することもあった。また、申立人の行動を監視している

旨告げたり、必要もないのに申立人の就業先をわざと訪ねたり、申

立人やその家族である幼い娘の写真を撮影する等の行為を行った。 

 （４）上記の申立人の供述は、以下の点において、申立人から提出さ

れた資料及び当会の調査に基づく資料による客観的な裏付けがあ

り、信用することができる。 

ア  Ａは、貴庁が所有し久松警察署が管理する自動車登録番号「Ｚ」

の車両に乗車しながら本件尾行行為等を行っている（別紙１㉑、

別紙２、別紙３）。 

イ  Ａが行った本件尾行行為等は、別紙１①、④、⑦、㉑について、

申立人、申立人の妻、申立人の協力者が撮影した画像、動画の裏

付けがある。 

ウ  Ｂが行った本件尾行行為等は別紙１⑱、Ｄが行った本件尾行行

為等は別紙１㉑について、申立人、申立人の協力者が撮影した画

像、動画の裏付けがある。 

 （ ５ ） 当 会 は 貴 庁 に 対 し 、 申 立 人 の 上 記 供 述 及 び 客 観 的 な 裏 付 け  

資料等に基づき、本件について平成２７年９月４日付け照会書に

より、事実関係等について詳細な照会を行った。  

しかし、これに対し貴庁は、同年１０月２日付回答書において、 

「ご依頼の照会事項につきましては、貴意に沿いかねます。」と回

答し、全ての照会事項について回答を拒否した。このような貴庁の

回答拒否は、当会の行う人権救済活動の目的、趣旨に照らし、きわ
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めて遺憾であるといわざるをえない。 

 （６）以上のとおり、当会は、申立人からの事情聴取、申立人から提

出された資料、当会の調査による資料、貴庁による本件の回答拒

否等を含めて、本件に関する事情等を総合的に検討して、貴庁所

属の警察官であるＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｆが職務行為として本件尾行

行為等を行ったことを事実認定したものである。 

    なお、申立人は、本件尾行行為等を行った者の氏名を知ること

ができないためにＡ～Ｆとして特定した。当会も本件警告をする

にあたって上記Ａ～Ｆをそのまま用いることとし、その上で貴庁

の警察官とは認定できなかったＥを除外したものである。 

２ 本件尾行行為等の違法性及び人権侵害性 

（１）本件尾行行為等の違法性 

 ア 大阪高裁昭和５１年８月３０日判決（判例時報８５５号１１５ 

頁）は、当該事案において、警察官が尾行している対象者に気付

かれ、抗議を受けた後も尾行行為を継続したこと自体は違法とは

いえないが、「如何なる態様、程度の尾行行為をも許されるわけ

ではないことは、警察法二条二項、警職法一条二項の趣旨に照ら

して明らかであり、どのような態様、程度の尾行行為が許される

かは、いわゆる警察比例の原則に従い、必要性、緊急性等をも考

慮したうえ、具体的状況の下で相当と認められるかどうかによっ

て判断すべきものと解すべきである」と判示して、最高裁昭和５

１年３月１６日決定（判例時報８０９号２９頁）を引用し、警察

官が対象者の後方わずか数メートルの至近距離範囲内を尾行（密

着尾行）した行為は、「実質的な強制手段とはいえないにしても、

前記のような判断基準に照らし相当な尾行行為であるとは到底認

め難く、違法であるといわなければならない。」と結論づけてい
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る。 

イ Ａら警察官は申立人に対して捜査する必要を有していたわけで  

はないと考えられる。このことは、①本件尾行行為等のきっかけ

は、申立人の本件抗議活動であることは明らかであること、②申

立人は本件尾行行為等の前、本件尾行行為等の期間中、犯罪行為

は行っていないこと、③Ａら警察官は申立人の事情聴取を全く

行っていないこと等から認められる。 

 そして、本件尾行行為等の態様、回数、頻度、期間等からすれ

ば、本件尾行行為等の目的は、①本件抗議活動への報復・いやが

らせ、②申立人に対して将来的に本件抗議活動のような反天皇制

の表現活動をさせないために心理的圧迫を加えること、③申立人

に関する情報収集活動、の３点であると考えられる。 

以上よりすれば、上記裁判例に照らしても、本件尾行行為等に

は、正当な目的や必要性、相当性は到底認められず、違法である

ことは明らかである。 

 （２）申立人のプライバシー権、表現の自由、思想・良心の自由に対

する侵害 

ア プライバシー権の侵害 

 本件尾行行為等は、申立人を尾行するか、尾行を伴わないもの

であっても申立人の行動を注視するものであるから、申立人の私

生活を公権力が意図的にうかがい知るものであり、プライバシー

侵害の可能性がある。それがプライバシーの侵害にならないとい

えるためには、本件尾行行為等を正当とする理由が必要である。 

しかし、上述のように、Ａらが行った本件尾行行為等には正当

な理由、必要性、相当性等は認められない。したがって、本件尾

行行為等により、正当な理由等がなく申立人の日常生活が公権力
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に監視されたのであるから、プライバシー権の侵害があったこと

が明らかである。 

 イ 表現の自由の侵害 

 申立人は、天皇制に反対の考えをもっており、天皇はそのよう

な市民がいることを知るべきだ、との思想（考え）のもとに、２

０１３（平成２５）年１０月、「もう来るな  Ｗ市民」とマジッ

クで書いた横断幕を天皇・皇后の乗る車両から見えるようにして

掲げるという本件抗議活動を行った。 

 本件抗議活動は表現の自由の１つの形態である。また、本件抗

議活動は、警備活動を妨げるものではなかったし、また、どのよ

うな法令に抵触するものでもなかった。 

 ところがＡらの警察官は執ように本件尾行行為等を行った。本

件尾行行為等は、客観的にみて、同様な行為を今後行うことをた

めらわせるのに十分な威迫力をもつ。申立人も、つきまとわれる

ことによる精神的苦痛を感じており、既に萎縮的効果が十分に発

生している。 

 他方、上述のとおり、Ａら警察官による本件尾行行為等には正

当な理由や必要性、相当性等は認められない。 

したがって、本件尾行行為等は申立人の表現の自由の侵害にあ

たる。 

 ウ 思想・良心の自由の侵害 

 申立人は、天皇制に反対の考えをもっており、天皇はそのよう

な市民がいることを知るべきだ、との思想をもっている。この申

立人の思想は憲法で保障されるものである。 

ところが、この思想の表現行為として申立人が本件抗議活動を

行ったところ、本件尾行行為等が行われたものである。 
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上述のように、本件尾行行為等には、正当な理由や必要性、相

当性等は認められず、本件抗議活動と同様の表現行為をすること

をためらわせるに十分な威迫力を有するものである。 

そもそも、本件尾行行為等の目的は、上述のように、①本件抗

議活動への報復・いやがらせ、②申立人に対して将来的に本件抗

議活動のような反天皇制の表現活動をさせないために心理的圧迫

を加えることであると考えられる。 

したがって、本件尾行行為等は、申立人の思想・良心の自由の侵

害にあたる。 

３ 結論 

以上のとおり、本件尾行行為等は、重大な人権侵害行為である。 

また、本件尾行行為等が、申立人のみならず申立人以外の国民に対

しても行われるとすれば、国家による監視社会の形成・思想統制につ

ながりかねず、民主主義の根本を揺るがす深刻な事態を招くことにな

る。 

よって、当会は貴庁に対し、警告の趣旨記載のとおり警告する。 

 

第３ 添付書類 

 別紙１   尾行・監視行為等の一覧表 

 別紙２   貴庁警察官のうちＡ、Ｂ、Ｄの写真、車両の写真 

 別紙３   原簿情報照会  

以上 


